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まえがき

　障害者職業総合センターは、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、職業リハビリテーシ

ョンに関する調査研究、職業リハビリテーションに関する人材の養成・研修等の業務を行っており、調

査研究の成果は調査研究報告書等にまとめて、関係者に提供しています。

　そのような調査・研究の一環として、障害者支援部門では、平成 20 年度の１年計画で、総合センタ

ー職業センターの発達障害者のワークシステム・サポートプログラムの課題（特にADHD（注意欠陥多

動性障害）を有する者への効果的指導方法）を踏まえて、「米国等における発達障害者の就労支援の現

状に関する研究」を進め、先導的な海外情報の収集に取り組んできました。本報告書は、この取り組み

について二つの構成でまとめました。

　一つは、アメリカの発達障害者の就労支援について、その実情に通じておられる梅永雄二氏に執筆い

ただき、さらに同氏からの専門家ヒアリングの内容を掲載しました。

　もう一つ、ADHD を有する者の先導的な海外の情報収集として、ホームページを含む海外文献を調

査し、特に就労に関連する文献の全文もしくは要約を翻訳して掲載しました。

　本書が、関係者の方々の参考となり、わが国における障害者の職業リハビリテーションを前進させる

ための一助になれば幸いです。
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概　要

　本報告書は、平成 20 年度に実施した「米国等における発達障害者の就労支援の現状に関する研究」

において、海外の先導的な発達障害者の就労支援情報を収集した結果を取りまとめたものである。

研究の背景

　発達障害者を対象とした職業リハビリテーション技法は、これまで、英国やアメリカの情報を収集し、

その一部も参考にしながら開発されてきたものである。

　今後は、多様な発達障害像にきめ細かく対応できる多くの専門的な就労支援技法を用意する必要があ

ること、発達障害者の就労支援技法の開発が障害者雇用領域の喫緊の課題であること等から、わが国で

も活用できる発達障害者に関する先導的な海外情報を収集する必要がある。

　なお、障害者職業総合センター職業センターでは、平成 17 年度から自閉症・アスペルガー症候群・

広汎性発達障害を有する者に対して「発達障害者のワークサポートプログラム」を実施しているが、特

にADHD（注意欠陥多動性障害）を有する者については、支援方法が確立しておらず、充分な情報がな

い状況であった。

　このため、日本よりも先導的な実践が行われている海外の様々な支援技法の中で、より就労支援に役

立つ情報を海外のホームページを含む文献調査や専門家ヒアリングで収集することにより、障害者職業

総合センター職業センターはもとより、全国の地域障害者職業センター等で実施する発達障害者への専

門的支援の基盤となる情報として活用されることを目的として本研究を実施することとした。

構成

第１章　アメリカにおける発達障害者の就労支援について

　第１節は、梅永雄二氏（宇都宮大学教授）から、アメリカの発達障害者の就労支援の仕組みと、世界

で最も自閉症のサポートが進んだところといわれているノースカロライナ州の「TEACCH プログラム

（自閉症と関連するコミュニケーション障害児の治療と教育）」の発達障害者に対する就労支援サービ

スや課題について執筆していただいた。

　第２節は、梅永雄二氏（宇都宮大学教授）からの「発達障害者のアセスメント（TTAP）」と「アセ

スメントツール（チェックリスト等）」についてのヒアリング結果及び当機構の職員との質疑応答の結

果を加筆修正してまとめたものである。



第２章　海外におけるADHD の就労支援について

　第 1 節では、全米で最大のＡＤＨＤ当事者による支援団体のCHADD（Children and Adults with 

ADHD）と成人支援のADDA（Attention Defi cit Disorder Association）のホームページから、就労に関

連する文献を翻訳して全文紹介している（ADDA の一文献は短縮）。

　第２節では、日本で未紹介のADHD の就労に関するアメリカの文献の要約等を紹介している。

　第３節のその他の補足情報として、英国のADHD 情報及びWHO のADHD を有する割合と職場での影

響を推定する調査（2008）を紹介し、最後に、参考のため、日本ですでに紹介（翻訳済）されている

ADHD に関する参考文献をタイトル情報を列挙する形で紹介した。

まとめ

　以上、発達障害者の就労支援への理解が最も進んでいると考えられるアメリカを中心にまとめたとこ

ろであるが、アメリカでもADHD 専用の構造化された就労支援プログラムまでには発展しておらず、

治療者や支援者の臨床経験に基づいて就労支援の対処法をまとめて構築していく段階のように見受けら

れた。

　入手することができた情報のうち、特に成人のADHD の就労に関連する有効な支援に参考になると

考えられるものは、第２章第 1 節のCHADD のプログラムにおける「職場で成功するためのガイドライ

ン」や「ADHD のコーチング」、「システム手帳を利用した時間管理」、「家庭と職場の整理術」である。

また、ADDA の文献では、ADHD の人のための職場での配慮や職場でのミスに捕らわれない具体的な

コツ（Tips）も、わが国の参考になると考えられる。

　現在もADHD の障害の概念は変遷している最中であり、具体的にはDSM －Ⅳ－TR（米国精神医学会

の精神疾患の診断統計マニュアル）やICD － 10（国際疾病分類）の診断基準も数年後に改訂される予

定とのことである。また、ADHD の多くが学習障害の問題を持っていたり、ADHD の特性を併せ持っ

たアスペルガー症候群の人もいたりすることから、梅永氏が専門家ヒアリングで指摘しているように、

診断ばかりにこだわらず、就労で起こりうる問題への対応が今後一層大切なことになると考えられる。

　今後、わが国の成人のADHD の就労支援のために、ここで紹介するアメリカを中心としたADHD の

就労支援・対処法等の情報をさらに充実するとともにその活用を図り、発達障害者の就労支援プログラ

ムに資することが期待される。


